










平成 25年度北海道大学公共政策大学院との包括的連携事業計画 

１ 甲の教員、大学院生等と乙の議員、職員等による共同調査、研究 

２ 甲による乙の議員、職員、住民等を対象とした学習機会の提供 

３ 乙の公の施設における甲の大学院生等を対象とした研修機会の提供 

４ 乙が実施する事業への甲の大学院生等の参画 

５ 甲の教職員と乙の議員、職員等との交流、研修 

６ その他、甲乙で合意した分野における活動 

 

１ 甲の教員、大学院生等と乙の議員、職員等による共同調査、研究 

分類 番号 事業名 連携・協力内容 協議内容（10/11） 

1 

(1) 

議会 ICT の調

査・研究・開

発 

議会における ICTの推進を目

指し、「開かれた議会」「議会

への参加」など町民と議会を

つなぐ議会情報のあり方及び

CMSなどを共同研究する。 

※ ICT （ Information and 

Communication 

Technology）は、多くの場合

「情報通信技術」と和訳され、

IT（Information Technology）

の「情報」に加えて「コミュ

ニケーション」（共同）性が具

体的に表現されている点に特

徴がある。ネットワーク通信

による情報・知識の共有が念

頭に置かれた表現である。※

CMS（Content Management 

System）専門的な知識を学習

することなく誰でも簡単に

Webサイトを更新する方法） 

・議会 

①議員による任意の研究会

組織をつくり、情報交換・共

有、調査研究してはどうか。 

 

②ICT先進地である千葉県流

山市議会へ事務局員が調

査・視察。 

 

・大学院 

 大学科研費への計上（不採

択） 

 ３年間程度の調査・研究 

 

・議会 ICT 研究会による調

査・研究を検討。 

(2) 
議会改革・活

性化への提案 

H25施行を目指している芽室

町議会基本条例案に対し、大

学院としてのコメントを発し

原案策定の参考とする。 

・教授・院生からの提案など

を検討。 

 



２ 甲による乙の議員、職員、住民等を対象とした学習機会の提供 

分類 番号 事業名 連携・協力内容 備考 

2 

(1) 
政策研修会・

講演会の開催 

各常任委員会での事務調査内

容（政策・施策・事務事業）

について、専門分野の教員を

講師とした研修会・講演会を

開催し、ポイント等のアドバ

イスを仰ぐ。 

・政策討論会や政策形成・立

案につなげる。 

 

・3委員会+議運で協議し、研

修を計画。 

(2) 
専門的知見の

活用 

専門的知見として活用（地方

自治法 100条の 2）する。 
・案件によって検討する。 

３ 乙の公の施設における甲の大学院生等を対象とした研修機会の提供 

分類 番号 事業名 連携・協力内容 備考 

3 (1) 

大学院生イン

ターンシップ

の受入の検討 

議会事務局でのインターンシ

ップ受入を実施する。 
・受入 2名を検討。 

４ 乙が実施する事業への甲の大学院生等の参画 

分類 番号 事業名 連携・協力内容 備考 

4 (1) 

大学院生によ

る政策形成の

協力・アドバ

イス 

各常任委員会への政策形成及

び条例提案（改正）・予算化（修

正案）の手法の協力アドバイ

ス 

・院生の修論・研究と関連づ

け（自治体議会のあり方）。 

・報酬・定数等の共同研究。 

５ 甲の教職員と乙の議員、職員等との交流、研修 

分類 番号 事業名 連携・協力内容 備考 

5 

(1) 

講演会・研究

会 の 情 報 提

供・参加 

北大公共政策大学院が関わる

講演会・研究会・研修会等の

情報提供と参加推進 

・HOPSリーフレット等の配

付 

・情報提供と参加 

(2) 
情報誌の相互

送付交流 

情報誌の相互の送付による交

流（HOPS・議会だより等） 

・議会広報の送付 

・大学情報誌（HOPS）提供 

 (3) 
議会図書室へ

の協力 

地方自治・地方政策関連の図

書・情報誌の提供 

・教授執筆著書の恵送。 

・大学院教授の使用済本恵送 

 (4) 

北大公共政策

大学院での政

策研修 

北海道町村議長会研修（札幌）

に併せ、大学で政策研修会を

開催する。 

・6月 28日に大学院で研修会

開催（札幌市／政策研修）。 

生沼教授・石井教授 

６ その他、甲乙で合意した分野における活動 

分類 番号 事業名 連携・協力内容 備考 

6 (1) その他   




